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分担研究報告書 

 

強度行動障害のある生徒の長期経過 

 

分担研究者  井上雅彦（鳥取大学医学系研究科) 

 

要旨 

いわゆる強度行動障害は、学齢期から重篤化し成人期まで継続することが指摘されて

おり、機能的行動アセスメントに基づくアプローチと薬物療法を含む長期的な治療を必

要とすることが多い。しかしながら強度行動障害の学齢期の長期的な変化に関する研究

は限られている。本報告は自閉スペクトラム症と知的発達症の診断があり特別支援学校

に在籍する男児の強度行動障害について、8 年間の学校コンサルテーションと薬物療法

の長期的な結果について検討したものである。本児の強度行動障害は、教室での環境調

整、統一的な教師の関与、余暇とコミュニケーションスキルの指導、薬物療法によって

改善を示した。一方では学校での行動介入と薬物療法の連携はなされていなかった。学

齢期においては、学校。入所施設、学校コンサルテーションの提供機関と医療機関の長

期的な連携システムの必要性が示された。 

 

A. 研究目的 

 

いわゆる強度行動障害は、10年以上持続

する可能性があることがいくつかの研究で

指 摘 さ れ て お り （ Murphy ら ,1993; 

Taylor,2011）、学齢期から重篤化し成人期

まで継続することも指摘されている（Inoue

ら 2022）。しかしながら強度行動障害の学齢

期の長期的な変化に関する研究は限られて

いる。 

強度行動障害に対する学齢期の長期的

なデータは、学校教育における適切な教育

プログラムとカリキュラムの開発に有用で

ある。本報告は、Inoue and Oda(2020)によ

る強度行動障害に対する機能的行動アセス

メントに基づいた学校コンサルテーション

を受けた 1 人の男児の長期的データについ

て検討する。 

 

Ｂ 研究方法 

１．対象児 

3 歳の時に知的障害(IDD)と自閉症

（ASD）の診断を受け知的障害特別支援学

校に在籍する男児（当時小学部 5 年生）で

あった。知能検査は実施不可能であった

が、簡単な指示は理解でき、いくつかの漢

字を読むことができた。 

地元の小学校の特別支援学級に通ってい

たが、9 歳ごろから他者を噛む、髪をつか
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む、蹴るなどの攻撃的な行動が続き、家庭

生活も困難となったため入所施設に入所

し、特別支援学校に転校した。施設入所

時、新しい人や環境に対して強い抵抗を示

し、攻撃的行動（殴る、蹴る、噛む、髪を

つかむ、唾を吐く）を示した。また、自傷

行動（頭をたたく、手を噛む、泣くなど）

を頻繁に行っていた。また、トイレ以外の

場所で排泄する、食事をひっくり返す、物

を投げるなどの行動も見られた。施設で

は、夜中に徘徊し、他の部屋の子どもの首

を絞めるなど、さまざまな危険行為や攻撃

的な行動をとっていた。 

2．学校へのコンサルテーション 

筆者はコンサルタントとして、年に 5～

11 回学校を訪問し、担任、学年担任、施

設職員に対して機能的行動アセスメントに

基づき、先行子操作（環境調整）や適切な

代替行動の指導をアドバイスした。  

 

Ｃ 結果 

１．教室環境の調整 

集団に入ることが不可能であったため、

個別教室での教育を行うこととし、図のよ

うな教室環境を構築した。壁に頭をぶつけ

る行動があったため壁にはクッション材が

貼られ、窓は部屋の下半分を板で囲った。

掲示物や教材は教室から撤去し廊下を隔て

た観察室に保管し、必要なときだけ教室に

置くようにした（対象児の改善に合わせて

窓や掲示物は徐々に戻された）。生徒の机

と椅子の脚は厚いベニヤ板で固定した。部

屋は学習とクールダウンスペースが仕切ら

れた。強い癇癪時、教師は教室を出てクー

ルダウンの時間を与え、観察室から監視で

きるようにした。 

筆者との協議に基づき、一貫した支援方

針を確保するため、各学年末に引き継ぎシ

ステムを確立した。このシステムにより、

少なくとも 1 人のケースに精通した教師が

次年度のチームに加わった。 

２．適切な代替行動の指導 

攻撃、破壊、自傷などの行動について

ABC チャートを用いた行動観察による機

能的行動アセスメントが行われた。その結

果、それらが生じる状況ごとに代替行動と

して、勉強時間や休み時間などの余暇やコ

ミュニケーションスキルを指導した。 

1) 余暇スキル 

余暇スキルについては、当初、好みの活

動として広告や雑誌を見たり、電車のおも

ちゃで遊んだり、塗り絵をしたりといった

活動があったが、自力で継続することは困

難で、塗り絵については、クレヨンやマジ

ックを噛んだり、折ったり、食べたりする

ことがあった。 

そのため、当初は余暇活動を課題スケジ

ュールに組み込み、余暇スキルの自立を目

指した。その結果、生徒はいくつかの余暇

活動に自主的に取り組めるようになった。

中学 3 年生の終わりには、好きなキャラク

ターのパズルや積み木遊び、塗り絵など、

10～30 分程度の余暇活動を一人でできる

ようになった。高学年になると、余暇活動

の絵カードを使うよう先生にリクエストで

きるようになった。また、図書館で好きな

DVD を借りてきて、見終わったら返すこ

ともできた。 

2) コミュニケーションスキル 

余暇活動カードの中から特定の選択肢を

要求するスキルを目標行動として教えた。

また、「やりません」カードを導入するこ
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とで、拒否のコミュニケーションスキルも

教えた。その結果、本児は学習時間中に暴

れることが少なくなり、休み時間も落ち着

いて過ごせるようになった。 

 

３．ABC-J（日本語版異常行動チェックリ

スト）のスコアと薬物療法 

図 2 は 8 年間の ABC-J スコアの推移と

投薬の変化を示したものである。縦軸は得

点、横軸は評価時期である。評価は毎年 5

月と 10 ヵ月後の 3 月の 2 回行われた。高

校 2 年の 5 月はデータ欠損のため除外し

た。  

ABC-J スコアは、介入開始時（ 小学 1

年生 5 月）の T1 では 69 点であったが、

T3（小学 6 年生 5 月） では 155 点とピ

ークに達し、T9（中学 3 年生 5 月）まで

64 点から 108 点の間で推移した。その

後、スコアは T10（中等部 3 年生、3 月）

に 46 ポイントまで低下し、T14（高校 3

年生、5 月）には 4 ポイントまで漸減し続

けた。 

薬物療法は、学校の相談とは別に医療者

によって処方され、筆者らは関与しなかっ

た。当初はリスペリドンが処方された。高

等部になると、歩行時にふらつきを感じる

ようになったため減量された。 

図 3 は、支援を開始した T1（小 5、5

月）と、スコアが大きく改善した T11（高

1、5 月）と T14（高 3、5 月  ）における

ABC-J サブドメインのスコアを示してい

る。T1 では、無気力と興奮性がともに高

かった（それぞれ 26 点と 20 点）。多動性

は 12 点、不適切な言語は 7 点、常同性は

4 点であった。これらの得点の比率は T10

まで同程度であった。興奮性以外のスコア

は T11 で減少した。T14 では、興奮性も 2

点に減少した。 

 

Ｄ .考察 

長期的なコンサルテーションの結果、対

象児は学校生活で生じるさまざまな状況に

おいて、個別教室の設定と徹底した環境調

整と一貫した教員支援体制、そして不適応

行動の代わりとなる余暇能力とコミュニケ

ーション能力を身につけることで行動障害

の改善が得られていた。 

強度行動障害に関する学齢期の長期デー

タは限られており、具体的なアプローチや

改善について述べた症例報告はほとんどな

い。本報告における ABC-J スコアの長期

的な変化は、Inoue ら(2022)の後ろ向き研

究では学齢期では、多動性などの行動群に

変化が観察されやすいことが示唆されてい

る。本事例も使用尺度は異なるが、この結

果を支持するものであった。 

非定型抗精神病薬であるリスペリドンと

機能ベースの行動分析的介入はともに、

ASD の不適応行動を減少させるために広

く用いられ、経験的に検証された治療法で

ある。特に本事例では、行動障害のスコア

がピークに達したときに、リスペリドンは

一時的に過量投与された可能性がある。英

国では、IDD、ASD、またはその両方を持

つ患者に対する向精神薬の過剰投与を止め
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るための国家プロジェクト STOMP

（Stopping over medication of people 

with a learning disability, autism or 

both）が推進されている。副作用を考慮す

るだけでなく、変化に対応するために患者

の薬物療法を調整するために、患者の医療

提供者との長期的な協力が必要であること

を示している。 

また本研究では、行動介入と薬物療法の

導入時期をコントロールすることはでき

ず、各評価時期における行動の機能的変化

を示すこともできなかった。行動トポグラ

フィーと機能の側面に対する行動介入と薬

物療法の両方の長期的効果を明らかにする

ためには、今後の研究が必要である。 
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図 1 教室環境 

 
図 1 教室環境 

 

 
図 3  ABC-J サブドメインのスコア 

 

不適切な言語（inappropriate speech）, 多動性(hyperactivity)，常同性(stereotypy 興奮

性(irritability)， 無気力(lethargy) 


